
 

議案第１１号 

令和６年度米原市水道事業会計予算 

 

 (総則) 

第１条 令和６年度米原市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 (業務の予定量) 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 (１) 給 水 栓 数           11,300 栓 

 (２) 給 水 量        4,500,000 ㎥ 

 (３) 一日平均給水量          12,329 ㎥ 

 (４) 一日最大給水量          18,620 ㎥ 

 (５) 主要な建設改良事業 

  イ 上野地先配水管布設替工事       45,000 千円 

ロ 伊吹東部加圧ポンプ更新工事      25,000 千円 

ハ 上野地先配水支管布設替工事      25,000 千円 

 (収益的収入および支出) 

第３条 収益的収入および支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収  入 

第１款 水道事業収益          954,705 千円 

第１項 営業収益           717,740 千円 

 第２項 営業外収益          236,965 千円 

支  出 

第１款 水道事業費用          928,176 千円 

  第１項 営業費用           841,029千円 

  第２項 営業外費用          82,147千円 

  第３項 予 備 費           5,000千円 

 (資本的収入および支出) 

第４条 資本的収入および支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出

額に対し不足する額 316,353 千円は、過年度分損益勘定留保資金等 316,353千円で補填する

ものとする。）。 

収  入 

第１款 資本的収入            48,992 千円 

第１項 工事負担金             596 千円 
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第２項 他会計補助金         30,063 千円 

第３項 国庫補助金          18,333 千円 

    支  出 

第１款 資本的支出            365,345 千円 

第１項 建設改良費          211,141 千円 

第２項 企業債償還金         154,204 千円 

(債務負担行為) 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間および限度額は、次のとおりと定める。 

事   項 期   間 限 度 額 

水道施設運転管理業務 
令和６年度から 

令和９年度まで 
450,000千円 

 (一時借入金) 

第６条 一時借入金の限度額は、30,000千円と定める。 

 (予定支出の各項の経費の金額の流用) 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(１) 収益的支出における各項間の流用 

(２) 資本的支出における各項間の流用 

 (議会の議決を経なければ流用することのできない経費) 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、ま

たはそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

(１) 職員給与費  67,631千円 

 (他会計からの補助金) 

第９条  簡易水道の維持管理等のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、40,513 

千円である。 

 (たな卸資産購入限度額) 

第 10条 たな卸資産の購入限度額は、4,116千円と定める。 

 

令和６年２月２２日提出 

米 原 市 長  平 尾 道 雄 
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令和６年度 米原市水道事業会計予算に関する説明書 

 

 

１  予 算 実 施 計 画 

 

２  予定キャッシュ・フロー計算書 

 

３  給 与 費 明 細 書 

 

４  債務負担行為に関する調書 

 

５  令和５年度予定損益計算書 

 

６  令和５年度予定貸借対照表 

 

７  令和６年度予定貸借対照表 

 

８  令 和 ６ 年 度 予 算 説 明 書 

 

９  注 記 
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（収入） （単位：千円）

1 水道事業収益 954,705

1 営業収益 717,740

1 給水収益 703,600 水道料金

2 受託工事収益 12,370 消火栓・管路支障移設工事等

3 その他の営業収 1,770 開栓・検査手数料等

益

2  営業外収益 236,965

1 受取利息及び配 1,148 預金利息

当金

2 他会計補助金 10,450 一般会計からの補助金

3 加入金 6,500 給水新規加入金等

4 長期前受金戻入 190,183 長期前受金戻入

5 雑収益 28,684 下水道使用料徴収業務委託料等

△消費税及び地方 0 （廃　目）

消費税還付金

（支出） （単位：千円）

1 水道事業費用 928,176

1 営業費用 841,029

1 原水及び浄水費 193,221 原水・浄水施設等の維持管理費用

2 配水及び給水費 54,545 配水・給水設備の維持管理費用

3 受託工事費 11,160 受託による工事費用等

4 総係費 65,248 全般業務に係る費用

5 減価償却費 509,255 固定資産の減価償却費

6 資産減耗費 7,500 固定資産の除却費等

7 その他営業費用 100

１　令和６年度米原市水道事業会計予算実施計画

収益的収入および支出

款 項 目 予定額 備　　　　考

款 項 目 予定額 備　　　　考
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2 営業外費用 82,147

1 支払利息及び企 42,146 企業債利子等

業債取扱諸費

2 消費税及び地方 35,000

消費税

3 雑支出 5,001 期間外還付等

3 予備費 5,000

1 予備費 5,000

（収入） （単位：千円）

1 資本的収入 48,992

1 工事負担金 596

1 工事負担金 596 工事負担金

2 他会計補助金 30,063

1 他会計補助金 30,063 一般会計からの補助金

3 国庫補助金 18,333

1 国庫補助金 18,333 生活基盤施設耐震化等補助金

（支出） （単位：千円）

1 資本的支出 365,345

1 建設改良費 211,141

1 配水設備改良費 208,471 施設改良・新設等の費用

2 メーター費 820 メーター購入費

3 固定資産購入費 1,850 公用車購入費

2 企業債償還金 154,204

1 企業債償還金 154,204 企業債元金

備　　　　考

款 項 目 予定額 備　　　　考

資本的収入および支出

款 項 目 予定額
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２　令和６年度米原市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和６年４月１日から令和７年３月31日まで)

(単位：千円)

１　　業務活動によるキャッシュ・フロー
　　　  当年度純利益 24,970
　　　　減価償却費 509,255
　　　　賞与等引当金の増減額 126
　　　　貸倒引当金の増減額 100
　　　　長期前受金戻入額 △ 160,414
　　　　受取利息及び受取配当金 △ 1,148
　　　　支払利息 42,146
　　　　固定資産除却損益 4,532
　　　　未収金の増減額 87,288
　　　　未払金の増減額 35,977
　　　　たな卸資産の増減額 247
　　　　預り金の増減額 △ 30
　　　　資本繰入金 △ 29,770
　　　　前払金の増減額 0
　　　　　小計 513,279
　　　　利息及び配当金の受取額 1,148
　　　　利息の支払額 △ 42,146
 　 　業務活動によるキャッシュ・フロー 472,281

２　　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　　有形固定資産の取得による支出 △ 140,185
　　　　無形固定資産の取得による支出 0
　　　　国庫補助金等による収入 18,333
　　　　一般会計からの繰入金による収入 29,770
　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 92,082

３　　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　　建設改良等企業債による収入 0
　　　　建設改良等企業債の償還による支出 △ 154,204
　　　　他会計からの出資による収入 0
　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 154,204

　　資金増加額 225,995
　　資金期首残高 609,797
　　資金期末残高 835,792
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１　一般職

（１）総括 (単位：千円)

（　）内は、短時間勤務職員の職員数（外書き）

(単位：千円）

   ア　会計年度任用職員以外の職員　
(単位：千円)

（　）内は、短時間勤務職員の職員数（外書き）

３　給与費明細書

区　　　分
職員数
(人)

給　　　　　与　　　　　費
法定福利費 合　　　計

報　　　酬 給　　　料 職員手当 計

17,522 10,379 27,901

7,728 6,466 821 336 150

5,479

－

33,380
4

(4)
－ 34,939 21,263 56,202

(4)
－

(0)

3,429 2,865 6,294 323 6,617
1

(0)

－ 17,417 10,884

3

(0)
－ 17,201 10,773

28,301 5,950 34,251

勤勉
手当

通勤
手当

住居
手当

特殊
勤務
手当

時間外
勤務
手当

児童
手当

11,429 67,631
8

(4)
－ 14,309 7,625 21,934 4,735 26,669

27,974 6,371 34,345
4

(4)
－ 31,510 18,398 49,908 11,106 61,014

7

本
年
度

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

合計

前
年
度

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

合計

(0)
－ 216 111 327

1

△ 421 △ 94
0

(0)
－ 3,213 2,754 5,967 744 6,711

比

較

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

合計

4

区　　　分
職員数
(人)

本年度 1,014 761

給　　　　　与　　　　　費
法定福利費 合　　　計

報　　　酬 給　　　料 職員手当 計

本
年
度

損益勘定
支弁職員

(0)
－ 12,108 8,222 20,330 3,947 24,277

4

資本勘定
支弁職員

(0)
－ 17,417 10,884 28,301 5,950 34,251

4

合計
(0)

－ 29,525 19,106 48,631 9,897 58,528
8

前
年
度

損益勘定
支弁職員

(0)
－ 8,809 6,378 15,187 3,377 18,564

3

資本勘定
支弁職員

(0)
－ 17,201 10,773 27,974 6,371 34,345

4

合計
(0)

－ 26,010 17,151 43,161 9,748 52,909
7

比

較

損益勘定
支弁職員

(0)
－ 3,299 1,844 5,143 570 5,713

1

資本勘定
支弁職員

(0)
－ 216 111 327 △ 421 △ 94

0

合計
(0)

－ 3,515 1,955 5,470 149 5,619
1

職
員
手
当
の
内
訳

区　分
扶養
手当

管理職
手当

期末
手当

336 150

0 0

3,432 555

前年度 1,014 761 6,773 4,739 759

226 △ 105

3,206 660

比　較 0 0 955 1,727 62
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(単位：千円）

   イ　会計年度任用職員
(単位：千円)

（　）内は、短時間勤務職員の職員数（外書き）

(単位：千円）

（２）給料および職員手当の増減額の明細　　
(単位：千円）

期末
手当

職員手当
その他の増減分 1,395

勤勉
手当

通勤
手当

5,687

1,014

4,739

5,554

給　　料

761

761

0 951

職
員
手
当
の
内
訳

区　分

本年度

前年度

比　較

1,014

扶養
手当

0

管理職
手当

区　　分 備考

323

307

増減額

3,515

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

住居
手当

150

特殊
勤務
手当

時間外
勤務
手当

3,432

3,206

226

増　　減　　事　　由　　別　　内　　訳

2,885

666 336

336 150

0

異動

68

660

児童
手当

制度改正に伴う増減分

異動

5556,638

598

その他の増減分

1,955

△ 105815 0

説明

560

区　　　分
職員数
(人)

給　　　　　与　　　　　費
法定福利費 合　　　計

報　　　酬 給　　　料 職員手当 計

本
年
度

損益勘定
支弁職員

(4)
－ 5,414 2,157 7,571

0

1,532 9,103
0

資本勘定
支弁職員

(0)
－ 0 0 0 0 0

0

合計
(4)

－ 5,414 2,157 7,571 1,532 9,103

前
年
度

損益勘定
支弁職員

(4)
－ 5,500 1,247

合計
(4)

－ 5,500

資本勘定
支弁職員

(0)
－ 0 0 0

0
0

6,747 1,358

1,358

8,105
0

0

0 0 0

8,105
0

1,247 6,747

910 824 174

比

較

損益勘定
支弁職員

(0)
－ △ 86

－ △ 86 910

998
0

資本勘定
支弁職員

(0)
－ 0 0

824 174 998
0

職
員
手
当
の
内
訳

区　分
扶養
手当

管理職
手当

期末
手当

勤勉
手当

住居
手当

特殊
勤務
手当

時間外
勤務
手当

児童
手当

本年度 0 0 1,090 912 0

前年度 0 0 1,086 0 00 0 0

比　較 0 0 4 912 0

161

通勤
手当

0

合計
(0)

△ 6 0 0 0

155 0 0 0
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（３）給料および職員手当の状況

   ア　職員１人当たり給与　　　　

   イ　初任給 (単位：円）

上級（大学卒）

312,088

196,200

一般行政職

166,600

196,200

令和5年1月1日

初級（高校卒）

国　　　の　　　制　　　度

一般行政職

39.9

166,600

区　　　　　　　　　　　　分

令和6年1月1日

一般行政職区　　　分

308,286

345,037

39.2

342,525

平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

平均年齢（歳）

平均給料月額（円）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）
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主任・主査級

12.5

25.0

2

1

2 28.6

0.0

0.0

25.0

100.0

７　　級

7

計

1 1

2

2

計

0

職員数（人）

100.0

14.3

14.3

28.5

14.3

0

0

8

昇給に係る職員数　　（Ｂ）（人）

   ウ　級別職員数

１　　級

主事級

区分

一般行政職

4

5

6

級

昇給に係る職員数　　（Ｂ）（人）

8

（級別の標準的な職務内容）

   エ　昇給

本年度

６号給（人）

８号給（人）

比　     率　 （Ｂ）／（Ａ） （％）

号給数別内訳

職　　員　　数　　　（Ａ）（人）

100.0

0

0

6

比　     率　 （Ｂ）／（Ａ） （％）

号給数別内訳 ２号給（人）

４号給（人）

６号給（人）

6

0

3

100.0

7

前年度

８号給（人）

100.0

0

0

職　　員　　数　　　（Ａ）（人）

1

1

1

主事級

区　　　　　　　　　　　分

主幹級

7

7

100.0

２号給（人）

４号給（人）

２　　級

2

3

7

1

7

5

0

３　　級

全　職　種

8

一般行政職

部長級

６　　級５　　級

課長級課長補佐級

４　　級

3

0

5

0

8

8

区　　分

令和6年1月1日現在

令和5年1月1日現在

1

2

3

4

5

6

12.5

25.0

0.0

0.0

構成比（％）

一　般　行　政　職

7

1

2

0
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   オ　期末手当　勤勉手当

区分

一般行政職

6.01

100.0

３５年勤続の者
（月分）

47.709

最高限度
（月分）

その他の加算措置

定年前早期退職
特例措置(2～20%)

24.586875 33.27075支給率等 47.709

本年度

通勤手当

   ク　その他の手当

区分

住居手当

扶養手当

（令和6年1月1日現在）

   キ　特殊勤務手当　　　　

区　　　　　　分

給料総額に対する比率 （％）

支給対象職員の比率   （％）

全　職　種

前年度 2.2 2.3 4.5

6.01

有

６月（月分） １２月（月分）

   カ　定年退職に係る退職手当

２０年勤続の者
（月分）

２５年勤続の者
（月分）

2.25

支給率計(月分)
支給期別支給率

2.25

同　　　じ

差異の内容国の制度との異同

同　　　じ

同　　　じ

施設の補修特殊勤務手当の種類

職制上の段階

100.0

職務の級による加算措置

有

備　考区　分

備考

4.5
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期間 金額 期間 金額

5,306

（令和元年度）

19,193

（令和４年度）

450,000

（令和６年度）

水 道 施 設 運 転 管 理 業 務
450,000

令和６年度
～

令和９年度
450,000

19,193

上 下 水 道 料 金 計 算
・ 電 算 処 理 業 務 30,000 令和５年度 9,597

令和６年度
～

令和７年度

上下水道料金システム構築業務
86,000

令和２年度
～

令和５年度
63,176

令和６年度
～

令和７年度
5,306

４　債務負担行為に関する調書

（単位：千円）

事　　　項 限　度　額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支
払義務発生予定額

左の財源内訳

企業債
収益的
収　入

その他

- 12 -



１　営　業　収　益 　　　　　　　円 　　　　　　　円 　　　　　　　円

　(１）給 水 収 益 557,645,073

　(２）受 託 工 事 収 益 6,305,280

　(３）そ の 他 の 営 業 収 益 1,711,768 565,662,121

２　営　業　費　用

　(１）原 水 及 び 浄 水 費 164,004,589

　(２）配 水 及 び 給 水 費 42,635,736

　(３）受 託 工 事 費 5,424,000

　(４）総 係 費 58,690,398

　(５）減 価 償 却 費 418,580,721

　(６）資 産 減 耗 費 13,000,000

　(７）そ の 他 営 業 費 用 0 702,335,444

　　　　営　業　利　益 △ 136,673,323

３　営　業　外　収　益

　(１）受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,694,541

　(２）他 会 計 補 助 金 6,614,711

　(３）加 入 金 8,940,000

　(４）長 期 前 受 金 戻 入 161,023,852

　(５）資 本 費 繰 入 収 益 30,075,097

　(６）雑 収 益 31,324,010 240,672,211

４　営　業　外　費　用

　(１）支 払 利 息 44,035,671

　(２）雑 支 出 3,006,565 47,042,236 193,629,975

　　　　経　常　利　益 56,956,652

５　特　別　利　益

　(１）過 年 度 損 益 修 正 益 0 0

６　特　別　損　失

　(１）過 年 度 損 益 修 正 損 失 0

　(２）そ の 他 特 別 損 失 0 0 0

56,956,652

831,069,322

0

888,025,974当年度未処分利益剰余金

５　令和５年度米原市水道事業予定損益計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月31日まで）

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額
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１　固定資産 円 円 円 円

 (１) 有形固定資産

　　イ　土地 364,241,858

　　ロ　建物 515,243,254

　　　　減価償却累計額 149,067,537 366,175,717

　　ハ　構築物　 14,645,665,463

　　　　減価償却累計額 6,758,365,809 7,887,299,654

　　ニ　機械及び装置 4,150,097,663

　　　　減価償却累計額 1,640,662,088 2,509,435,575

　　ホ　車両運搬具 12,807,032

　　　　減価償却累計額 11,493,033 1,313,999

　　ヘ　工具器具及び備品 89,775,222

　　　　減価償却累計額 81,574,600 8,200,622

　　ト　建設仮勘定　 83,243,936

      有形固定資産合計 11,219,911,361

 (２) 無形固定資産

　　　　ソフトウェア 59,092,000

　　　　減価償却累計額 30,081,600 29,010,400

      無形固定資産合計 29,010,400

      固定資産合計 11,248,921,761

２　流動資産

 (１) 現金預金 609,797,239

 (２) 未収金 157,578,400

      貸倒引当金 244,122 157,334,278

 (３) 貯蔵品 6,942,327

 (４) 前払金 0

　 　 流動資産合計 774,073,844

　  　資産合計 12,022,995,605

３　固定負債 円 円 円

 (１) 企業債 2,997,862,020

      固定負債合計 2,997,862,020

４　流動負債

 (１) 企業債 154,203,797

 (２) 未払金 32,560,263

 (３) 前受金 0

 (４) 賞与等引当金 8,362,671

 (５) その他流動負債 1,485,678

      流動負債合計 196,612,409

６　令和５年度米原市水道事業予定貸借対照表

（令和６年３月31日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

負　　　　債　　　　の　　　　部
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５　繰延収益

（１）長期前受金

　　イ　受贈財産評価額 438,275,417

　　ロ　工事負担金 4,848,680,369

　　ハ　国庫（県）補助金 837,197,551

　　二　他会計補助金 10,738,000

　　ホ　水資源開発公団補償金 1,061,652,164

　　　長期前受金合計 7,196,543,501

（２）収益化累計額

　　イ　受贈財産評価額収益化累計額 61,716,752

　　ロ　工事負担金収益化累計額 2,427,149,339

　　ハ　国庫（県）補助金収益化累計額 402,537,172

　　二　他会計補助金収益化累計額 4,355,913

　　ホ　水資源開発公団補償金収益化累計額 755,163,273

　　　収益化累計額合計 3,650,922,449

      繰延収益合計 3,545,621,052

　  　負債合計 6,740,095,481

６　資本金 円 円 円

 (１) 自己資本金 3,274,330,738

      資 本 金 合 計 3,274,330,738

７　剰余金

 (１) 資本剰余金

　　イ　再評価積立金 5,000,000

　　ロ　寄附金 1,854,720

  　　資本剰余金合計 6,854,720

 (２) 利益剰余金

　　イ　減債積立金 454,837,857

　　ロ　利益積立金 503,059

　　ハ　建設改良積立金 0

    ニ   当年度未処分利益剰余金 1,546,373,750

      利益剰余金合計 2,001,714,666

      剰余金合計 2,008,569,386

      資本合計 5,282,900,124

      負債資本合計 12,022,995,605

資　　　　本　　　　の　　　　部
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１　固定資産 円 円 円 円

 (１) 有形固定資産

　　イ　土地 364,241,858

　　ロ　建物 515,243,254

　　　　減価償却累計額 159,667,537 355,575,717

　　ハ　構築物　 14,733,627,058

　　　　減価償却累計額 7,075,814,919 7,657,812,139

　　ニ　機械及び装置 4,150,097,663

　　　　減価償却累計額 1,805,462,088 2,344,635,575

　　ホ　車両運搬具 14,488,850

　　　　減価償却累計額 11,893,033 2,595,817

　　ヘ　工具器具及び備品 89,775,222

　　　　減価償却累計額 83,274,600 6,500,622

　　ト　建設仮勘定　 127,699,845

      有形固定資産合計 10,859,061,573

 (２) 無形固定資産

　　　　ソフトウェア 59,092,000

　　　　減価償却累計額 42,036,600 17,055,400

      無形固定資産合計 17,055,400

      固定資産合計 10,876,116,973

２　流動資産

 (１) 現金預金 835,792,330

 (２) 未収金 70,290,000

      貸倒引当金 344,122 69,945,878

 (３) 貯蔵品 6,695,000

 (４) 前払金 0

　 　 流動資産合計 912,433,208

　  　資産合計 11,788,550,181

３　固定負債 円 円 円

 (１) 企業債 2,837,836,488

      固定負債合計 2,837,836,488

４　流動負債

 (１) 企業債 160,025,532

 (２) 未払金 68,537,071

 (３) 前受金 0

 (４) 賞与等引当金 8,488,795

 (５) その他流動負債 1,455,965

      流動負債合計 238,507,363

７　令和６年度米原市水道事業予定貸借対照表

（令和７年３月31日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

負　　　　債　　　　の　　　　部
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５　繰延収益

（１）長期前受金

　　イ　受贈財産評価額 438,275,417

　　ロ　工事負担金 4,848,680,369

　　ハ　国庫（県）補助金 853,776,716

　　二　他会計補助金 10,738,000

　　ホ　水資源開発公団補償金 1,061,652,164

　　　長期前受金合計 7,213,122,666

（２）収益化累計額

　　イ　受贈財産評価額収益化累計額 66,525,240

　　ロ　工事負担金収益化累計額 2,551,920,705

　　ハ　国庫（県）補助金収益化累計額 418,090,462

　　二　他会計補助金収益化累計額 4,555,937

　　ホ　水資源開発公団補償金収益化累計額 767,694,116

　　　収益化累計額合計 3,808,786,460

      繰延収益合計 3,404,336,206

　  　負債合計 6,480,680,057

６　資本金 円 円 円

 (１) 自己資本金 3,932,678,514

      資 本 金 合 計 3,932,678,514

７　剰余金

 (１) 資本剰余金

　　イ　再評価積立金 5,000,000

　　ロ　寄附金 1,854,720

  　　資本剰余金合計 6,854,720

 (２) 利益剰余金

　　イ　減債積立金 361,794,509

　　ロ　利益積立金 503,059

　　ハ　建設改良積立金 0

    ニ   当年度未処分利益剰余金 1,006,039,322

      利益剰余金合計 1,368,336,890

      剰余金合計 1,375,191,610

      資本合計 5,307,870,124

      負債資本合計 11,788,550,181

資　　　　本　　　　の　　　　部
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（収入） （単位：千円）

金　額

1 954,705 964,908 △ 10,203

1 営業収益 717,740 621,401 96,339

1 給水収益 703,600 610,000 93,600 1 水道使用料 703,600

2 12,370 9,471 2,899 1 12,370

3 1,770 1,930 △ 160 1 100

2 手数料 1,670 開栓・検査手数料等

2 営業外収益 236,965 343,507 △ 106,542

1 1,148 2,663 △ 1,515 1 預金利息 1,148 預金利息

2 10,450 6,615 3,835 1 10,450 簡易水道維持管理負担等

3 加入金 6,500 6,732 △ 232 1 加入金 6,500 給水新規加入金等

4 長期前受金 190,183 190,369 △ 186 1 長期前受金 190,183 長期前受金戻入

戻入 戻入

5 雑収益 28,684 41,128 △ 12,444 1 10

2 72

3 28,602

△ 0 96,000 △ 96,000 △ 0 （廃　目）

不用品売却
収益

財産貸付収
益

その他雑収
益

下水道使用料徴収業務委
託料等

その他の営
業収益

材料売却収
益

受取利息及
び配当金

他会計補助
金

他会計補助
金

比　較
節

説　　　　　明
区　分

水道事業収益

受託工事収
益

受託工事収
益

配水管支障移設工事・消
火栓改修工事等

消費税及び
地方消費税
還付金

消費税及び
地方消費税
還付金

８　令和６年度米原市水道事業会計予算説明書

収益的収入および支出

款　　項 目
本年度
予定額

前年度
予定額
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（支出） （単位：千円）

金　額

1 水道事業費用 928,176 819,294 108,882

1 営業費用 841,029 759,504 81,525

1 193,221 203,153 △ 9,932 1 給料 3,775 一般職給料

2 手当 2,327 一般職手当

3 賞与等引当 643 賞与等引当金

金繰入額

6 法定福利費 1,229 職員共済

11 備消品費 400

12 燃料費 1,065

13 光熱水費 120 浄水場施設電気代

15 通信運搬費 3,032 テレメーター回線使用料

17 委託料 109,405

18 手数料 212

20 修繕費 4,500

24 動力費 56,244 浄水場等電気代

25 薬品費 9,330 消毒用等薬品

27 補償金 400

31 負担金 539 職員退職手当負担金

2 54,545 53,806 739 1 給料 2,496 一般職給料

2 手当 1,262 一般職手当

3 賞与等引当 402 賞与等引当金

金繰入額

6 法定福利費 720 職員共済

11 備消品費 400

12 燃料費 8

13 光熱水費 168

15 通信運搬費 329 電話回線料金

17 委託料 14,108 量水器取替業務等

18 手数料 50

19 賃借料 217

20 修繕費 17,680 検定満期量水器修理等

23 路面復旧費 150

24 動力費 13,020 送水ポンプ等電気代

26 材料費 2,000

31 負担金 355 職員退職手当負担金

32 受水費 180

36 工事請負費 1,000

3 受託工事費 11,160 8,418 2,742 26 材料費 100

36 工事請負費 11,060

説　　　　　明
区　分

原水及び
浄水費

水道施設管理委託料およ
び水質検査委託料等

配水及び
給水費

款　　項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

比　較
節
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（単位：千円）

金　額

4 総係費 65,248 61,611 3,637 1 給料 11,251 一般職等給料

2 手当 5,183 一般職等手当

3 賞与等引当 966 賞与等引当金

金繰入額

5 報酬 40 水道運営審議会報酬

6 法定福利費 3,192 職員共済

7 旅費 203

11 備消品費 490

13 光熱水費 17

14 印刷製本費 1,280 納付書等

15 通信運搬費 3,847 後納郵便料等

17 委託料 21,764 検針業務等

18 手数料 4,756 振替手数料等

19 賃借料 6,566 電算システム使用料等

20 修繕費 690

28 研修費 360

31 負担金 2,604 職員退職手当負担金等

33 保険料 867

35 租税公課費 72

37 貸倒引当金 1,100

繰入額

5 減価償却費 509,255 419,416 89,839 1 497,300

2 11,955 ソフトウェア

6 資産減耗費 7,500 13,000 △ 5,500 1 7,000 構築物除却等

2 500

7 100 100 0 1 100

2 営業外費用 82,147 54,790 27,357

1 42,146 49,789 △ 7,643 1 企業債利息 42,046

2 借入金利息 100

2 35,000 0 35,000 1 35,000

3 雑支出 5,001 5,001 0 1 1

2 5,000 期間外還付等

3 予備費 5,000 5,000 0

1 予備費 5,000 5,000 0 1 予備費 5,000

その他雑支
出

固定資産除
却費

たな卸資産
減耗費

その他営業
費用

材料売却原
価

支払利息及
び企業債取
扱諸費

不用品売却
原価

節
説　　　　　明

区　分

有形固定資
産減価償却
費

建物、構築物、車両運搬
具、機械及び装置・工具
器具及び備品

無形固定資
産減価償却
費

款　　項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

比　較

消費税及び
地方消費税

消費税及び
地方消費税
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（収入） （単位：千円）

金　額

1 資本的収入 48,992 47,607 1,385

1 工事負担金 596 596 0

1 工事負担金 596 596 0 1 工事負担金 596 工事負担金

2 30,063 30,411 △ 348

1 30,063 30,411 △ 348 1 30,063 簡易水道維持管理負担等

3 国庫補助金 18,333 16,600 1,733

1 18,333 16,600 1,733 1 18,333

（支出） （単位：千円）

金　額

1 資本的支出 365,345 1,639,858 △ 1,274,513

1 建設改良費 211,141 1,481,732 △ 1,270,591

1 208,471 1,480,332 △ 1,271,861 1 給料 17,417 一般職給料

2 手当 8,431 一般職手当

3 賞与等引当 2,975 賞与等引当金

金繰入額

6 法定福利費 5,427 職員共済

7 旅費 50

11 備消品費 200

12 燃料費 65

17 委託料 19,070

31 負担金 2,482 職員退職手当負担金

36 工事請負費 152,354

2 メーター費 820 740 80 1 メータ費 820

3 固定資産購 1,850 660 1,190 5 車両運搬具 1,850

入費

2 154,204 158,126 △ 3,922

1 154,204 158,126 △ 3,922 1 元金償還金 154,204

基幹管路送配水管布設替
設計等

上野地先配水管布設替工
事等

配水設備改
良費

企業債償還
金 企業債償還

金

生活基盤施設耐震化等交
付金

款　　項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

比　較
節

説　　　　　明

説　　　　　明
区　分

区　分

他会計補助
金 他会計補助

金

他会計補助
金

国庫補助金
国庫補助金

資本的収入および支出

款　　項 目
本年度
予定額

前年度
予定額

比　較
節
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９ 注 記 

 

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

（１） たな卸資産の評価基準および評価方法 

貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定） 

 

（２） 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

・量水器             取替法による。 

・その他             定額法による。 

・主な耐用年数 

    建物             １５年～５０年 

    構築物            １５年～６０年 

    機械及び装置         ８年～２０年 

    車両運搬具          ５年 

    工具器具及び備品       ５年～１０年 

 

（３） 引当金の計上方法 

ア 退職給付引当金 

    職員の退職手当は、「滋賀県市町村職員退職手当負担に係る費用負担に関する

覚書」に基づき、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給

付引当金は計上していない。 

    イ 賞与等引当金 

      職員の期末手当、勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支払に備える

ため、当事業年度末における支給または支払見込額に基づき、当事業年度の負担

に属する額を計上している。 

    ウ 貸倒引当金 

      債権の不納欠損による損失に備えるため、債権放棄実績率等による回収不能見

込額を計上している。 

 

（４） 消費税等の会計処理 

    消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
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２ 予定貸借対照表等に関する注記 

 

（１） 企業債の償還に係る他会計の負担 

予定貸借対照表に計上されている企業債（当事業年度の末日の翌日から起算して１

年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、

266,311,144 円である。 

 

（２） 引当金の取崩し 

ア 賞与等引当金の取崩し 

  当年度において、期末手当、勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費とし   

 て 4,859 千円支払することとなったため、賞与等引当金 4,859 千円を使用する。 

イ 貸倒引当金の取崩し 

  当年度において、水道料金に係る債権の不納欠損を行うため、貸倒引当金 1,100 

 千円を使用する。 

 

３ セグメント情報に関する注記 

  報告セグメントが水道事業の単一セグメントのため、記載を省略している。 
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